

















































































































































































































































































































































合計 257 ［100.0］ 721 ［100.0］ 1,608 ［100.0］
男子 53 ［20.6］ 204 ［28.3］ 609 ［37.9］



















総 数 100.0 42.8 50.0 32.2 16.4 20.2
男 100.0 30.1 48.8 30.5 ─ 28.4





















日額 時間当たり賃金 日額 時間当たり賃金
2004年度 11,405 1,426 15,997 2,000
2005年度 10,518 1,315 14,253 1,782



























1000円 1250円 1500円 1750円 2000円
者総数
1000円 ～ ～ ～ ～ ～ 3000円
不明
平均賃金
未満 1250円 1500円 1750円 2000円 3000円 以上
未満 未満 未満 未満 未満
総 数 100.0 19.2 29.3 23.6 17.8 3.4 2.6 0.8 3.3 1,281
男 100.0 15.9 37.4 19.1 11.9 4.5 5.5 1.9 3.8 1,321






派遣労働者合計 うち200日以上就業者 派遣労働者合計 うち200日以上就業者
合　計 203,600 ［100.0］ 150,100 ［100.0］ 609,300 ［100.0］ 455,300 ［100.0］
100万円未満小計 15,300 ［7.5］ 1,700 ［1.1］ 53,100 ［8.7］ 10,000 ［2.2］
200万円未満小計 62,200 ［30.6］ 27,900 ［18.6］ 202,200 ［33.2］ 101,700 ［22.3］
250万円未満小計 108,200 ［53.1］ 67,100 ［44.7］ 354,100 ［58.1］ 233,000 ［51.2］
300万円未満小計 141,500 ［69.5］ 95,300 ［63.5］ 459,700 ［75.4］ 324,600 ［71.3］
500万円未満小計 193,100 ［94.8］ 141,700 ［94.4］ 588,800 ［96.6］ 442,200 ［97.1］
































2004年 2005年 2006年 2007年
全労働者 132,248 133,050 134,298 131,478
派遣労働者（1） 667 2,437 3,686 5,885
派遣労働者（2） 427 1,295 2,112 3,958
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ア，フィンランド，オランダなどで法制度によって均等待遇措置が設けられている（op. cit., p.22, Table 7）。
¡5 ドイツでは労働者派遣契約の期間が当初の３ヶ月から，６ヶ月，９ヶ月，12ヶ月，２年に延長され，つい
に2003年の法改正では期間の定めがなくなった。他方で，均等待遇原則を導入した。派遣先の正規労働者と
同種あるいは類似の労働に従事している派遣労働者について，賃金だけではく，福利も均等に扱うべきとし，
その実施責任を派遣元に課している。派遣元が均等待遇を実現できない場合は，原則として，許可の取り消
し事由になる。許可が取り消された場合，派遣先と派遣労働者との間に雇用関係が成立する（大橋 2007）。
¡6 当初は従業員数300人以上の企業に適用されたが，08年７月１日より100人以上300人未満の企業にも適用さ
れることとなった。
¡7 たとえば，厚生労働省の「今後の労働者派遣法の在り方に関する研究会報告」（2008年７月）を参照されたい。
¡8 イタリアでは全国労働協約で派遣労働者を利用できる比率に上限を設けている。またオーストリアでは，
2005年の看護法の修正で，病院や介護施設で派遣労働者の利用を許可したが，全従業員の15％を上限とした
（op.cit., p.23）。
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